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京都市ベンチャー企業目利き委員会におけるＡランク企業の認定について 

 

 この度，令和３年３月１５日（月）に開催した，「第５９回京都市ベンチャー企業

目利き委員会」及び「第６０回京都市ベンチャー企業目利き委員会」において，下

記のとおり６件の事業プランをＡランクに認定しましたので，お知らせします。 

今回の認定により，Ａランクに認定された事業プランは，１５０件となりました。 

 

記 

 

 

【第５９回認定】 
 
○ イーグロース株式会社 

 

代表者 代表取締役 今西 勁峰 

所在地 
〒604-8006 京都市中京区河原町通二条下る二丁目下丸屋町 

403 番地 

ＴＥＬ 075-777-6042 

ＦＡＸ 075-320-2033 

E-mail customer@egrowth.co.jp 

ＨＰ https://www.egrowth.co.jp/ 

設立 2008 年 5 月 26 日 

資本金 8,000,000 円 

従業員 4 名 

テーマ 
「Growth ME (Growth Medical Engine)」放射線治療画像の AI 活

用スマート基盤開発事業 

概要 

ノンプログラマーでも簡便に DICOM-RT データを集約し，データ

の効率的な利用を可能とする AI 活用スマート基盤「Growth ME」

を開発し，販売する。 

 
 
 
 
 



 

○ AC Biode 株式会社 

 

代表者 代表取締役社長 久保 直嗣 

所在地 〒606-0024 京都市左京区岩倉花園町 498 番地 6 

ＴＥＬ 04-7184-2790 

ＦＡＸ ― 

E-mail Tadashi.kubo@acbiode.com 

ＨＰ https://www.acbiode.com/home 

設立 2019 年 4 月 1 日 

資本金 非公開 

従業員 4 名 

テーマ 世界初の独立型交流電池と特殊な電気回路の研究開発と製造・販売 

概要 

既存の直流充放電装置を利用して交流電池の充放電が可能な蓄電技

術を開発し，安全で大容量の交流電池を EV や航空宇宙等をはじめ

とした蓄電市場に提供する。 

 
 
○ 株式会社光響 
 

代表者 代表取締役 住村 和彦 

所在地 〒600-8411 京都市下京区烏丸通四条下ル水銀屋町 637 番地  

ＴＥＬ 070-6925-5558 

ＦＡＸ 075-320-1604 

E-mail info@symphotony.com   

ＨＰ https://www.symphotony.com/ 

設立 2009 年 4 月 16 日 

資本金 15,000,000 円 

従業員 25 名 

テーマ 
金属やガラス等に付着した汚れを非接触で除去できるレーザークリ

ーナーの開発・販売 

概要 
ファイバーレーザーと高出力のガルバノスキャナーを用い，安定性
が高く，繰り返し速度が速く，照射範囲が広いレーザークリーナー
を開発し，販売，サービスを提供する。 

 
 
 
  



 

○ 株式会社サイフューズ 
 

代表者 代表取締役  秋枝 静香  

所在地 〒113-0033 東京都文京区本郷２丁目 27 番地 17  

ＴＥＬ 03-4455-7872 

ＦＡＸ ― 

E-mail info.jp@cyfusebm.com 

ＨＰ https://www.cyfusebio.com/ 

設立 2010 年 8 月 11 日 

資本金 100,000,000 円（2020 年 12 月末日） 

従業員 22 名 

テーマ 
『細胞から希望をつくる』～世界初の細胞製再生臓器を患者さまへ

お届けする～ 

概要 
自社製品の「バイオ 3D プリンタ」で作製した，骨軟骨，血管，   

神経等の組織・臓器を再生医療製品として，患者様へ提供する。 

 
 
 
 
 
 
 
  



 

【第６０回認定】 
 
○ 株式会社イクスフォレストセラピューティクス 

 

代表者 代表取締役社長 最高経営責任者 樫田 俊一 

所在地 
〒602-0841 京都府京都市上京区御車道通清和院口上ル東側梶井町 

448 番地 5  クリエイション・コア京都御車 214 

ＴＥＬ 075-708-8440 

ＦＡＸ ― 

E-mail info@xforestx.com 

ＨＰ https://www.xforestx.com/ 

設立 2020 年 5 月 1 日 

資本金 ― 

従業員 5 名 

テーマ 
生化学的大規模解析およびビッグデータ解析による体系的 RNA 標的

創薬基盤の構築 

概要 

京都大学 iPS 細胞研究所の特許技術「FOREST 法」を用いて RNA

構造群の大規模同時並列解析を実現し，RNA 構造を標的とした効

率的・体系的な創薬プラットフォームを構築し，提供する。 

 
 
○ 株式会社データグリッド 

 

代表者 代表取締役 岡田 侑貴 

所在地 
〒606-8501 京都市左京区吉田本町 36 番地１ 

京都大学国際科学イノベーション棟 

ＴＥＬ 075-286-4470 

ＦＡＸ ― 

E-mail info@datagrid.co.jp 

ＨＰ https://datagrid.co.jp/ 

設立 2017 年 7 月 5 日 

資本金 41,500,000 円（資本準備金を含む） 

従業員 ― 

テーマ 
データ生成技術を基盤としたバーチャルヒューマンテクノロジー事

業 

概要 

AI 技術（GAN）をコア技術としてバーチャルヒューマンテクノロ

ジーの要素技術を開発し，低コスト自動生成したバーチャルヒュー

マンモデル画像により EC サイト上での試着サービス等，新たな生

活様式に求められるサービスを提供する。 



 

＜参考＞ 京都市ベンチャー企業目利き委員会について 
 

１ 委員会の概要 

  京都経済をリードするベンチャー企業を発掘，育成するため，起業家の資質や

技術，アイデアを評価する専門機関として，平成９年４月１８日に設立。 

 （委員構成） 

［委員長］ 辻󠄀  理   サムコ株式会社  代表取締役会長（CEO） 

［副委員長］ 佐和 隆光  公益財団法人国際高等研究所 副所長 

［委 員］ 上村 多恵子 京南倉庫株式会社  代表取締役社長 

［委 員］ 齋藤 茂   株式会社トーセ  代表取締役会長（CEO） 

［委 員］ 仲尾 功一  タカラバイオ株式会社  代表取締役社長 

［委 員］ 西本 清一  公益財団法人京都高度技術研究所  理事長 

［委 員］ 原  良憲  京都大学経営管理大学院  教授 

 

２ 募集対象 

  新規性を有するプランを事業化する全国の個人，企業 

  （業種業態にはこだわらず，ソフトウェア開発やサービス業等も含む） 

 

３ 支援を希望されるＡランク認定企業への支援内容 

（１）(公財)京都高度技術研究所によるサポート 

ア 専任コーディネーターによるサポート 

   (公財)京都高度技術研究所に配置する専任コーディネーターが，事業展開を

きめ細やかにサポート 

イ 各種助成制度（審査により交付） 

   研究開発，新市場や事業展開の可能性調査等に関して，当財団が実施する  

助成制度により資金面で支援 

ウ 京都市ベンチャー購買新商品認定制度 

新規性や独創性のある優れた商品又は役務を，京都市が随意契約で調達でき

る制度で，新たな事業分野を開拓しようとする認定企業の販路開拓を支援 

エ 無料専門家派遣 

   専門家派遣について，１企業につき年間５回まで無料 

 

（２）京都型グローバル・ニッチ・トップ企業育成補助金 

対象事業 京都市内での事業所の新増設 

補助金額 

○ 新たに取得した固定資産（土地を除く）に係る固定資産

税及び都市計画税相当額５年分（限度額あり） 

○ 埋蔵文化財発掘調査を実施する場合に当該調査に要した 

経費相当額（限度額あり） 

 

 



 

（３）京大桂ベンチャープラザ（北館・南館）への入居時の賃料補助 

   京都市西京区御陵大原１－36（北館），１－39（南館） 

 

（４）クリエイション・コア京都御車への入居時の賃料補助 

   京都市上京区河原町通今出川下る梶井町 448－５ 

 

（５）政策支援融資制度（京都市関連認定制度資金） 

融資対象 
京都に所在する企業で，目利き委員会からＡランクの認定を 

受けたもの 

融資金額 
２億円以内（うち運転資金８，０００万円以内） 

ただし，保証協会の保証可能額の範囲内とする。 

融資利率 年１.２％ 

融資期間 運転資金・設備資金とも１０年以内   

信用保証料 年０.４５％～１.６５％（経営状況に応じて９段階に区分） 

返済方法 元金均等月賦返済（必要により１年以内の据置を認める） 

保証人・担保 
保証協会の保証付。法人代表者以外の連帯保証は原則として 

不要。必要により担保を求める。 

 

 ※令和３年度以降の認定企業への支援事業の実施は，当該年度の予算成立が条件

となります。 


